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１ 事業の目的

みやざきスギを積極的に活用した産直住宅の建築に取り組む産直団体及び主に県内の木

材供給事業者から木材を調達している県内に本社を有する工務店等が行う、みやざきスギを

活用した住宅を普及させるための見学会等の開催及びみやざきスギを活用した住宅の魅力を

発信する広報活動の支援を行い、木造住宅の普及を促進することにより、県産材の需要拡大

を図ることを目的とする。

２ 用語の定義

県産材 ・・・県内において生産、製材又は加工された国産材製品をいう。

合法木材 ・・・林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイ

ドライン」（平成１８年２月）に基づき合法性が証明される木材・木材製品

３ 事業の概要

３－１ 事業内容及び要件

次に掲げるみやざきスギを活用した住宅を普及させるためのPR活動

（１） 住宅建築希望者等を対象とした住宅見学会やセミナーなどのイベントや、広告、パン

フレット又はホームページ等による産直住宅の魅力を発信する広報活動

（２） 産直団体加盟企業を拡大するための活動

※みやざきスギを活用した住宅であることのＰＲを行う必要があります。

３－２ 事業実施主体

(１) みやざきスギを積極的に活用した産直住宅の建築に取り組む産直団体であって、次

の要件をいずれも満たしていること。

ア 県産材活用住宅の建築又は県産材の利用拡大に取り組む３者以上の企業・団体

が規約等を定め構成するものであること

イ 産直団体の事務局は県内に所在し、かつ、県産材は構成員のうち県内に本社を

置く企業・団体が供給していること

（２） 県税に未納がないこと。

（３） 地方税法（昭和25年法律第226号）第321条の４及び各市町村の条例の規定により、

個人住民税の特別徴収義務者とされている法人にあっては、従業員等（宮崎県内に

居住している者に限る。）の個人住民税について特別徴収を実施している者又は特別

徴収を開始することを誓約した者。

(４) 前条の事業を実施する主体の構成員等が、暴力団による不正な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」とい

う。)若しくは同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。)でないこと又は

暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有しないこと。

（５） 事業を的確に遂行するに足る人員、経理的基礎、事務処理能力を有すること。



（６） その他補助が適当でないと会長が認める者でないこと。

３－３ 事業期間

事業は、交付決定通知日から令和３年３月１日までの間に実施すること。

補助事業実績報告書等の関係書類は、令和３年３月５日までに提出すること。

４ 補助金の範囲

事業に要する経費として、4－1補助対象経費を計上できます。

なお、補助金申請額は事業実施期間内に必ず可能である事業量に応じた金額として下さ

い。（実績報告時補助対象経費３分の１の額（補助金実績額）が補助金申請額を下回ることは

出来かねます）

要綱・応募要領等に基づき適切な経理を行って下さい。

国の会計監査の対象となりますので、補助金の支出及び証拠書類（領収書等）に当たって

は適切な経理を行ってください。

（例） 申請時補助対象経費 1,500千円 補助金申請額 500千円

↓

実績報告時補助対象経費 1,500千円以上 補助金実績額 500千円 ○

実績報告時補助対象経費 1,499千円 補助金実績額 499千円 ×

４－１ 補助対象経費及び補助率

補助金の交付対象となる経費は、３－１ 事業内容及び要件 みやざきスギを活用した

住宅を普及させるためのPR活動に要する次の経費とし、それについての補助率は３分の１

以内の額を補助金額とする。ただし、補助金額は予算の範囲内において決定する。

（実績報告資料：成果物写し、領収書等写し等で適切な支出が確認できること）

適用可能な事業費の例

（ア）旅 費 （見学会参加者、臨時雇用者、講師等の旅費）

（イ）使用料及び賃借料（会議室、バス借上費、その他の借上等に限る）

（ウ）役務費 （広告費、通信運搬費、手数料に限る）

（エ）需用費 （ノボリ・看板制作費、消耗品費、印刷製本費に限る）

※ただし、会社の他の業務と、本事業における使用が明確に区分できない消耗品 （例、プリンターのインク、ト

ナー、電気代、水道代等）は対象外となります。

（オ）賃 金 （見学会等を開催する為に臨時に雇用する臨時雇用者の賃金）

（カ）謝 金 （見学会の会場を提供する施主様に対する謝礼金、セミナーの

講師に対する謝礼金等）

※ただし、事業実施主体の構成員における代表者及び社員等が施主及び講師となる場合は対象外となる。）

４－２ 消費税の取扱

本事業においては、消費税額は補助の対象外とする。



よって、本事業における各経費は、消費税額を差し引いた金額で申請及び報告していただき

ます。

４－３ 補助金の支払い

本事業の補助金は、概算払いにより交付するものとします。

５ 審査方法等

５－１ 審査方法

補助金交付申請の審査は、提出された補助金交付申請書の内容が要件を満たしているか

順次書面審査を行い、交付決定します。

なお、交付決定された補助申請額の合計が予算に達した時点で、応募受付を締め切らせて

いただきます。

５－２ 審査基準

本事業の県木連要綱及び応募要領の内容に適合すること。

５－３ 審査結果

審査結果は、補助金交付申請者に通知します。

６．補助金交付決定を受けた者の責務

事業が採択され、本補助金の交付決定を受けた者は、次の条件を守らなければなりませ

ん。

６－１ 事業の実施及び管理

事業実施上のマネジメント、事業の実績報告、補助金の適正執行、事業終了後の財産等の

適正管理等、事業全般について責任を持っていただきます。

なお、補助金に係る経理事務については、事業実施主体の事務局において経理事務（口座

の管理、会計帳簿への記帳・管理保管等）をして下さい。補助金の管理責任については、事業

実施主体が負いますのでご注意下さい。

６－２ 知的財産権の帰属

事業により生じた特許等の知的財産権は、事業実施主体に帰属します。

６－３ 取得財産の管理

補助事業により取得した財産の所有権は事業実施主体に帰属します。ただし、当該補助事

業により取得した財産又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、補

助事業の完了後も、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って効果的

運用を図らなければなりません。 ｆ

６－４ 本事業の成果

本補助事業の成果は、ホームページ等を通じてＰＲすることがあります。事業実施に当たっ



ては、ホームページ等に写真及び成果物等が掲載されることがあることをご了承ください。

７．申請方法

本事業に申請される方は、補助金交付申請書等を宮崎県木材協同組合連合会宛てにメー

ル（データ）及び郵送・持参（現物）等により提出してください。

申請期間は、令和２年５月１５日から令和２年１１月３０日まで（期日必着）とします。

※ 注意事項

１）県木連ホームページ内の本応募要領、提出書類一覧、見本、要綱を必ずご確認くだ

さい。

２）申請書類が、応募要領に従っていない場合や、不備がある場合、記述内容に虚偽

があった場合は、当該応募を無効とします。

３）申請書類等はお返ししませんので、ご了承ください。

４）交付決定された事業については、その概要を公表することがあります。

５）交付決定された補助申請額の合計が予算に達した時点で、申請受付を締め切らせ

ていただきます。

８．問合せ先・申請書類の送付先

本事業に関する問合せ先及び申請書類の送付先は次のとおりです。

〒８８０－０８０５

宮崎県宮崎市橘通東１丁目１１番１号 林業会館１階

宮崎県木材協同組合連合会 担当 佃 （つくだ）

TEL 0985-24-3400 FAX 0985-27-3590

メール tsukuda@miyazaki-mokuzai.or.jp

※ 本応募要領の内容等については、今後変更がありうることをあらかじめご了承ください。


